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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第70期
第２四半期
連結累計期間

第70期
第２四半期
連結会計期間

第69期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 4,387,550 2,294,706 9,654,319

経常利益 (千円) 141,742 92,805 504,884

四半期(当期)純利益 (千円) 105,693 86,301 255,036

純資産額 (千円) ― 4,682,711 4,636,294

総資産額 (千円) ― 9,445,279 9,317,303

１株当たり純資産額 (円) ― 489.59 484.51

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 11.27 9.20 27.19

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 48.6 48.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 226,186 ― △60,019

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △97,449 ― △230,782

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 71,348 ― △35,543

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 874,168 675,404

従業員数 (名) ― 532 540

（注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容の重要な変更は以下のとおりであります。

　

第１四半期連結会計期間まで連結の範囲に含めておりました子会社　株式会社カワコン（搬送機械関連

事業）は、平成20年７月29日付をもって清算手続きが結了いたしました。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間まで連結の範囲に含めておりました子会

社　株式会社カワコン（搬送機械関連事業）は、平成20年７月29日付をもって清算手続きが結了いたしまし

た。

　

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 532 〔　62〕

(注) １　従業員数は就業人員数（当社グループ外からグループへの出向者を含む。）であり、臨時従業員数は〔　〕内に

当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員数はパートタイマー及び嘱託契約の従業員数であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 199 〔　38〕

(注) １　従業員数は就業人員数（他社から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員数は〔　〕内に当第２四半期会

計期間の平均雇用人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員数はパートタイマー及び嘱託契約の従業員数であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

制御装置関連事業 2,093,775

建材関連事業 79,134

樹脂関連事業 157,174

合計 2,330,084

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　上記の金額は、販売価格によっており消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

制御装置関連事業 2,556,7492,114,687

建材関連事業 59,115 9,421

樹脂関連事業 156,286 29,608

合計 2,772,1512,153,717

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額は、販売価格によっており消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

制御装置関連事業 2,082,994

建材関連事業 55,818

樹脂関連事業 155,892

合計 2,294,706

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

東洋電機株式会社(E02028)

四半期報告書

 4/31



２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

 

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、原油・原材料価格の高騰の影響により物価上昇を

受けた輸出や個人消費などの低迷に加え、米国の金融不安に端を発した世界経済の減速により、景気は後

退局面に転じました。

　生産設備支援業種としての当電気機器業界におきましても、改正建築基準法の影響は解消しつつあるも

のの、原材料価格の高騰、販売競争の激化による製品価格の低下など、これまで景気を牽引してきた半導

体業界や自動車業界の設備投資の抑制などにより、予断を許さない厳しい状況になってまいりました。

　このような状況で当社グループは、今後の環境変化に向けた技術力の強化や製品開発、また、設備投資に

積極的に取り組むと同時に、営業力の強化や人材育成を軸とした業務改革に取り組んでまいりました。

　その結果、当第２四半期連結会計期間における売上高は2,294百万円、営業利益は86百万円、経常利益は

92百万円となりました。

　また、四半期純利益につきましては、かねてより清算手続きを進めてまいりました子会社（株式会社カ

ワコン）が平成２０年７月に清算を結了したことにともなう税効果会計の調整など、税金費用が4百万円

の計上にとどまったことなどにより、86百万円となりました。

 

事業の種類別セグメントの業績は、以下のとおりであります。

① 制御装置関連事業

エンジニアリング部門につきましては、配電盤分野では鉄鋼業界や製紙業界向けなどのＭＣＣや受配

電盤など、印刷制御装置分野では商業印刷用制御装置がそれぞれ好調に推移したものの、搬送制御装置分

野および監視制御装置分野が低迷したことにより、当部門の売上高は730百万円となりました。

　機器部門につきましては、表示器分野は低迷したものの、センサ分野では建築基準法改正の影響が弱ま

りエレベータセンサが好調に推移し、空間光伝送装置分野では新製品の市場投入効果にて自動車業界や

液晶業界向けの空間光伝送装置が好調に推移したことにより、当部門の売上高は550百万円となりまし

た。

　変圧器部門につきましては、データセンタやデジタル放送業界向け耐雷変圧器が好調に推移したもの

の、半導体業界向け乾式変圧器が低迷したことにより、当部門の売上高は477百万円となりました。

　在外子会社部門につきましては、現地日系企業向け受配電盤が低迷したものの、中国企業向けの受配電

盤が好調に推移したことにより、当部門の売上高は324百万円となりました。

　以上の結果、制御装置関連事業の売上高は2,082百万円となり、営業利益は78百万円となりました。

② 建材関連事業

建材関連事業につきましては、販売製品の絞込みや収益性を重視した選別受注を推進したことにより、

当事業の売上高は55百万円となり、営業利益は5百万円となりました。

③　樹脂関連事業

樹脂関連事業につきましては、生産ライン増設にともない自動車業界向け樹脂成形品用の機能性樹脂

が好調に推移したことにより、当事業の売上高は155百万円となり、営業利益は0百万円となりました。
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所在地別セグメントの業績は、以下のとおりであります。

① 日本

日本では、原材料価格の高騰や販売競争の激化による製品価格の低下、設備投資の抑制などにより、売

上高は1,969百万円となり、営業利益は79百万円となりました。

② 中華人民共和国

中華人民共和国では、在外子会社である南京華洋電気有限公司が、中国企業向けの受配電盤が増加した

ことにより、売上高は324百万円となり、営業利益は8百万円となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ127百万円増加し、9,445百万円とな

りました。

　流動資産は、売上高減少にともなう受取手形及び売掛金の減少159百万円、たな卸資産の減少50百万円な

どがあったものの、現金及び預金の増加216百万円などにより、前連結会計年度末に比べ39百万円増加し、

6,118百万円となりました。

　固定資産は、株価低迷にともない投資有価証券の減少29百万円などがあったものの、有形固定資産の増

加144百万円などにより、前連結会計年度末に比べ88百万円増加し、3,326百万円となりました。

負債は、前連結会計年度末に比べ81百万円増加し、4,762百万円となりました。

流動負債は、短期借入金の増加33百万円などにより、前連結会計年度末に比べ52百万円増加し、3,534百

万円となりました。

固定負債は、役員退職慰労引当金の減少30百万円などがあったものの、長期借入金の増加75百万円など

により、前連結会計年度末に比べ28百万円増加し、1,227百万円となりました。 

純資産は、評価・換算差額等合計が20百万円減少したものの、利益剰余金が68百万円増加したことによ

り、前連結会計年度末に比べ46百万円増加し、4,682百万円となりました。 

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は874百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は21百万円となりました。

　これは主に、売上債権の増加57百万円などの減少要因があったものの、税金等調整前四半期純利益92百

万円、減価償却費64百万円などによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は58百万円となりました。

　これは主に、有価証券の売却による収入8百万円など増加要因はありましたが、有形固定資産の取得によ

る支出66百万円などによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果得られた資金は185百万円となりました。

　これは主に、長期借入金の返済による支出50百万円および配当金の支払額3百万円などの減少要因が

あったものの、長期借入れによる収入200百万円などによるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は36百万円であります。

　

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く事業環境は、急激な世界経済の減速による景気のさらなる後退が予想される

中、設備投資の抑制や原材料価格の高騰、また販売競争の激化による製品価格の低下など、引き続き企業

収益を圧迫する状況が継続するものと思われます。

　このような状況のもと、当社グループでは今後の環境の変化に的確に対応していくために、さらに営業

力を強化し、新商品の早期市場投入に向けた迅速な技術開発に努めてまいります。また生産効率の向上

を目的とした現在進行中の業務改革を今後も積極的に展開するとともに、財務体質の改善に努めなが

ら、収益の確保に努めてまいります。
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(7) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

「第２　事業の状況　３．財政状態及び経営成績の分析　(3) キャッシュ・フローの状況」をご参照願

います。

　

(8) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、現状の事業環境および入手可能な情報に基づき、最善の方針を立案するよう

に努めておりますが、景況や先行きの不透明さなどの影響により、今後も厳しい状況が継続していくこと

が予想されます。

　当社グループでは、厳しい状況に際しても、適正な利益を安定的に確保するために、経営体質の強化を

推進し、企業価値を高めていくことを重要な経営目標としております。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　(1) 重要な設備計画の変更

第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設等について、当第２四半期連結会計期間に重要

な変更があったものは、次のとおりであります。

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

投資予定金額
資　金
調達方法

着手
年月

完了
予定
年月

完成後の
増加能力総　額

(千円)
既支払額
(千円)

東洋電機
株式会社

本社
(愛知県
春日井市)

制御装置
関連事業

実装機
の更新

70,000－ 自己資金
平成20年
7月

平成21年
1月

能力の増
加はほと
んどあり
ません。

東洋樹脂
株式会社

本社
(愛知県
小牧市)

樹脂関連
事業

機能性樹脂
材料の生産
設備の増設

176,000138,968
自己資金
・借入金

平成20年
4月

平成21年
3月

生産能力
15％増加

(注)　１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２ 提出会社の制御装置関連事業における実装機の更新については、最近の景気動向を勘案した結果、当初

の計画に比べ投資予定金額を10,000千円減少し、完了予定年月を変更しております。

３ 東洋樹脂株式会社の樹脂関連設備における機能性樹脂材料生産設備の増設につきましては、製品の品質

向上に加え、生産増強の変更に伴い、当初の計画に比べ投資予定金額を23,000千円増加し、完了予定年月

を変更しております。

　　　

　(2) 重要な設備計画の完了

第１四半期連結会計期間末に計画していた設備計画のうち、当第２四半期連結会計期間に完了した

ものは、次のとおりであります。

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

投資金額
(千円)

資　金
調達方法

完了
年月

完成後の
増加能力

ティーエ
ムシー株
式会社

神屋第二
(愛知県
春日井市)

制御装置
関連事業

生産設備
の更新

59,000自己資金
平成20年
8月

能力の増
加はほと
んどあり
ません。

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　(3) 重要な設備の新設、除却等

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 18,000,000

計 18,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,388,950同左
名古屋証券取引所
（市場第二部）

―

計 9,388,950同左 ― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年７月１日～
平成20年９月30日

― 9,388,950― 1,037,085― 857,265
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

有限会社城西 愛知県名古屋市西区城西2-16-6 1,125 11.98

松尾隆徳 愛知県名古屋市西区 936 9.97

東洋電機従業員持株会 愛知県春日井市神屋町字引沢1-39 595 6.34

株式会社百五銀行 三重県津市岩田21-27 465 4.95

商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲2-10-17 465 4.95

東洋電機取引先持株会 愛知県春日井市神屋町字引沢1-39 303 3.22

トーヨーテクノ株式会社 愛知県春日井市美濃町2-230 289 3.08

第一生命保険相互会社 東京都中央区晴海1-8-12 250 2.66

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1-6-6 250 2.66

松尾幸代 愛知県名古屋市西区 241 2.56

計 ― 4,920 52.41

（注）　商工組合中央金庫は、平成20年10月１日に株式会社に移行しております。

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式  　12,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 9,323,0009,323 ―

単元未満株式 普通株式　　53,950 ― ―

発行済株式総数 9,388,950― ―

総株主の議決権 ― 9,323 ―

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東洋電機株式会社

愛知県春日井市味美町２-156 12,000 ― 12,000 0.13

計 ― 12,000 ― 12,000 0.13
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 286 305 321 304 309 363

最低(円) 278 278 270 270 270 232

(注)　株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結

累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則第７条第１

項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,535,589 1,318,780

受取手形及び売掛金 3,369,829 3,529,773

有価証券 32,899 50,810

商品及び製品 238,072 225,280

仕掛品 445,071 488,693

原材料及び貯蔵品 335,455 355,312

繰延税金資産 85,149 82,712

その他 78,298 54,733

貸倒引当金 △1,853 △27,405

流動資産合計 6,118,513 6,078,693

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 659,104

※１
 639,949

土地 1,149,091 1,151,771

その他（純額） ※１
 508,270

※１
 379,995

有形固定資産合計 2,316,465 2,171,717

無形固定資産

土地使用権 244,853 250,068

その他 33,933 36,544

無形固定資産合計 278,786 286,612

投資その他の資産

投資有価証券 378,888 408,236

繰延税金資産 188,318 196,444

その他 169,340 180,774

貸倒引当金 △5,032 △5,176

投資その他の資産合計 731,514 780,279

固定資産合計 3,326,766 3,238,609

資産合計 9,445,279 9,317,303
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,673,048 1,680,511

短期借入金 1,329,052 1,295,660

未払法人税等 14,423 78,702

賞与引当金 91,300 166,900

その他 427,132 260,351

流動負債合計 3,534,956 3,482,125

固定負債

長期借入金 427,686 352,349

長期未払金 103,476 106,566

繰延税金負債 6,160 3,270

退職給付引当金 537,297 554,223

役員退職慰労引当金 145,322 176,225

製品保証引当金 － 2,800

その他 7,668 3,449

固定負債合計 1,227,611 1,198,883

負債合計 4,762,568 4,681,009

純資産の部

株主資本

資本金 1,037,085 1,037,085

資本剰余金 857,375 857,408

利益剰余金 2,585,354 2,517,165

自己株式 △4,129 △4,279

株主資本合計 4,475,685 4,407,378

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 64,256 80,782

為替換算調整勘定 50,662 54,653

評価・換算差額等合計 114,919 135,436

少数株主持分 92,106 93,478

純資産合計 4,682,711 4,636,294

負債純資産合計 9,445,279 9,317,303
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年９月30日)

売上高 4,387,550

売上原価 3,303,155

売上総利益 1,084,395

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 64,963

給料手当及び賞与 271,428

賞与引当金繰入額 34,274

退職給付費用 15,357

役員退職慰労引当金繰入額 1,664

福利厚生費 71,227

旅費及び交通費 40,134

減価償却費 23,074

賃借料 36,232

技術研究費 71,850

その他 342,783

販売費及び一般管理費合計 972,991

営業利益 111,403

営業外収益

受取利息 2,953

受取配当金 21,269

受取賃貸料 10,113

雑収入 23,645

営業外収益合計 57,981

営業外費用

支払利息 14,301

手形売却損 3,424

不動産賃貸原価 6,898

雑損失 3,018

営業外費用合計 27,642

経常利益 141,742

特別利益

固定資産売却益 1,713

貸倒引当金戻入額 109

製品保証引当金戻入額 2,800

役員退職慰労引当金戻入額 1,132

特別利益合計 5,755
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年９月30日)

特別損失

固定資産除却損 2,239

たな卸資産評価損 12,817

投資有価証券評価損 1,922

特別損失合計 16,978

税金等調整前四半期純利益 130,519

法人税、住民税及び事業税 5,516

法人税等調整額 19,782

法人税等合計 25,298

少数株主損失（△） △472

四半期純利益 105,693
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
 至 平成20年９月30日)

売上高 2,294,706

売上原価 1,722,484

売上総利益 572,221

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 32,198

給料手当及び賞与 136,218

賞与引当金繰入額 19,536

退職給付費用 7,768

役員退職慰労引当金繰入額 934

福利厚生費 36,235

旅費及び交通費 20,696

減価償却費 11,854

賃借料 18,085

技術研究費 36,289

その他 166,012

販売費及び一般管理費合計 485,829

営業利益 86,391

営業外収益

受取利息 1,796

受取配当金 345

受取賃貸料 5,174

雑収入 12,681

営業外収益合計 19,997

営業外費用

支払利息 7,454

手形売却損 1,459

不動産賃貸原価 3,509

雑損失 1,159

営業外費用合計 13,583

経常利益 92,805

特別利益

固定資産売却益 633

貸倒引当金戻入額 63

製品保証引当金戻入額 1,600

役員退職慰労引当金戻入額 296

特別利益合計 2,592

特別損失

固定資産除却損 508

投資有価証券評価損 1,922

特別損失合計 2,430
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
 至 平成20年９月30日)

税金等調整前四半期純利益 92,967

法人税、住民税及び事業税 △14,434

法人税等調整額 18,915

法人税等合計 4,480

少数株主利益 2,185

四半期純利益 86,301
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 130,519

減価償却費 115,729

貸倒引当金の増減額（△は減少） △25,696

賞与引当金の増減額（△は減少） △75,600

退職給付引当金の増減額（△は減少） △16,925

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △30,903

受取利息及び受取配当金 △24,222

支払利息 14,301

売上債権の増減額（△は増加） 158,299

たな卸資産の増減額（△は増加） 50,144

その他の流動資産の増減額（△は増加） △14,946

仕入債務の増減額（△は減少） △6,220

その他の流動負債の増減額（△は減少） 38,287

その他 △23,511

小計 289,253

利息及び配当金の受取額 24,106

利息の支払額 △14,889

法人税等の支払額 △72,283

営業活動によるキャッシュ・フロー 226,186

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △75,036

定期預金の払戻による収入 56,407

有価証券の取得による支出 △996

有価証券の売却による収入 18,994

投資有価証券の取得による支出 △301

有形固定資産の取得による支出 △117,119

有形固定資産の売却による収入 11,781

無形固定資産の取得による支出 △2,432

その他 11,252

投資活動によるキャッシュ・フロー △97,449

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 8,000

長期借入れによる収入 200,000

長期借入金の返済による支出 △99,271

配当金の支払額 △37,497

その他 117

財務活動によるキャッシュ・フロー 71,348

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,322

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 198,763
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年９月30日)

現金及び現金同等物の期首残高 675,404

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 874,168
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

連結の範囲に関する

　　　　　事項の変更

当連結会計年度の第２四半期連結会計期間より、株式
会社カワコンは平成20年７月29日付をもって清算手続
きが結了したため、連結の範囲から除外しております。
但し、清算結了までの損益計算書は連結しておりま

す。

会計処理基準に関する

事項の変更

 

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更　

棚卸資産の評価方法

　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計

基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９

号）を適用し、評価基準については、原価法から原

価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に

変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第

２四半期連結累計期間の売上総利益、営業利益及び

経常利益が8,397千円、税金等調整前四半期純利益

が21,215千円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。

　(2) 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」の適用

　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会　

平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を適用

し、連結決算上必要な修正を行っております。

　なお、これによる損益に与える影響はありません。
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当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

　(3) リース取引に関する会計基準の適用

　　　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準

委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月

30日　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　

平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企

業会計基準適用指針第16号）を早期に適用し、所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変

更し、リース資産として計上しております。

　また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間

を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方

法によっております。

　　　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２

四半期連結累計期間のリース資産が有形固定資産

に6,372千円計上されており、損益に与える影響は

ありません。

　　　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続

き採用しております。

　

【簡便な会計処理】

　
　　　当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）
　　　　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
　　　当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）
　　　　該当事項はありません。
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【追加情報】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

　（有形固定資産の耐用年数の変更）

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より、当

社及び国内連結子会社における有形固定資産の耐用年

数については、法人税法の改正を契機として見直しを

行い、一部の資産について耐用年数を短縮して減価償

却費を算定する方法に変更しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２

四半期連結累計期間の売上総利益が3,977千円、営業利

益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益が4,018千

円それぞれ減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 3,598,987千円

　２　受取手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形割引高 333,115千円

裏書譲渡高 34,212千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額 3,581,847 千円

　２　受取手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形割引高 432,474 千円

裏書譲渡高 80,571 千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,535,589千円

預入期間が３か月を

超える定期預金
△661,421 〃

現金及び現金同等物 874,168千円
 

　

EDINET提出書類

東洋電機株式会社(E02028)

四半期報告書

23/31



(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 9,388,950

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 12,595

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月25日
定時株主総会

普通株式 37,504 4 平成20年３月31日 平成20年６月26日 利益剰余金

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年11月7日
取締役会

普通株式 37,505 4 平成20年９月30日 平成20年12月2日 利益剰余金

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取

引残高は、前連結会計年度末に比べて著しい変動がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　
制御装置
関連事業
(千円)

建材関連
事業
(千円)

樹脂関連
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

2,082,99455,818155,8922,294,706 ― 2,294,706

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

90 ― ― 90 （　90） ―

計 2,083,08455,818155,8922,294,796（　90） 2,294,706

営業利益 78,995 5,679 321 84,997 1,394 86,391

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

制御装置
関連事業
(千円)

建材関連
事業
(千円)

樹脂関連
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

3,967,033115,654304,8624,387,550 ― 4,387,550

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

121 ― ― 121 （ 121） ―

計 3,967,155115,654304,8624,387,671（ 121）4,387,550

営業利益 95,834 7,892 4,469 108,196 3,207 111,403

(注) １　事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

　１　事業区分の方法 …………… 製品種類の類似性による区分

　２　各区分に属する主要な製品の名称

　　(1) 制御装置関連事業 ……… 監視制御装置、配電盤、乾式変圧器、センサ、表示器

　　(2) 建材関連事業   　……… 道路交通安全資材

　　(3) 樹脂関連事業   　……… 再生樹脂ペレット

２　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　会計処理基準に関する事項の変更」　

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更　棚卸資産の評価方法に記載のとおり、当連結会計年度の第

１四半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５

日　企業会計基準第９号）を適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の「制御装置関連事業」の営業利

益が8,397千円減少しております。

３　「追加情報」（有形固定資産の耐用年数の変更）に記載のとおり、当連結会計年度の第１四半期連結会計期

間より、当社及び国内連結子会社における有形固定資産の耐用年数については、法人税法の改正を契機とし

て見直しを行い、一部の資産について耐用年数を短縮して減価償却費を算定する方法に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の「制御装置関連事業」の営業利

益が4,002千円減少しており、「建材関連事業」及び「樹脂関連事業」の営業利益に与える影響は、軽微であ

ります。　
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

日本
(千円)

中華人民
共和国　
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

1,969,899324,8062,294,706 ― 2,294,706

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

365,17456,868422,042（422,042） ―

計 2,335,074381,6742,716,748（422,042）2,294,706

営業利益 79,693 8,929 88,622（　2,231） 86,391

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

日本
(千円)

中華人民
共和国　
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

3,958,727428,8234,387,550 ― 4,387,550

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

589,497140,413729,910（729,910） ―

計 4,548,224569,2365,117,460（729,910）4,387,550

営業利益又は営業損失(△） 121,221△4,444 116,777（　5,373）111,403

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　会計処理基準に関する事項の変更」　

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更　棚卸資産の評価方法に記載のとおり、当連結会計年度の第

１四半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５

日　企業会計基準第９号）を適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の「日本」の営業利益が8,397千

円減少しております。

３　「追加情報」（有形固定資産の耐用年数の変更）に記載のとおり、当連結会計年度の第１四半期連結会計期

間より、当社及び国内連結子会社における有形固定資産の耐用年数については、法人税法の改正を契機とし

て見直しを行い、一部の資産について耐用年数を短縮して減価償却費を算定する方法に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の「日本」の営業利益が4,018千

円減少しております。　
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　
アジア
（千円）

その他の地域
（千円）

計
（千円）

Ⅰ　海外売上高 366,257 3,110 369,367

Ⅱ　連結売上高 ― ― 2,294,706

Ⅲ　連結売上高に占める
　　　　海外売上高の割合(％)

16.0 0.1 16.1

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
アジア
（千円）

その他の地域
（千円）

計
（千円）

Ⅰ　海外売上高 502,794 9,010 511,804

Ⅱ　連結売上高 ― ― 4,387,550

Ⅲ　連結売上高に占める
　　　　海外売上高の割合(％)

11.5 0.2 11.7

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　主な国又は地域

　　ア　ジ　ア ：中華人民共和国、大韓民国他

　　その他の地域：アメリカ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（但し、連結会社間の内部売上

高を除く）であります。
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(１株当たり情報)

１．　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

489.59円 484.51円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 4,682,711 4,636,294

普通株式に係る純資産額(千円) 4,590,605 4,542,815

差額の主な内訳(千円)

　少数株主持分 92,106 93,478

普通株式の発行済株式数(千株) 9,388 9,388

普通株式の自己株式数(千株) 12 12

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(千株)

9,376 9,376

　

２．　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 11.27円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
潜在株式が存在しないため記載しておりません。
 

(注)　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 105,693

普通株式に係る四半期純利益(千円) 105,693

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 9,376

　

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 9.20円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
潜在株式が存在しないため記載しておりません。
 

(注)　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 86,301

普通株式に係る四半期純利益(千円) 86,301

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 9,376

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

第７０期（平成20年4月1日から平成21年3月31日まで）中間配当については、平成20年11月7日開催の取

締役会において、平成20年9月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、

次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

　　①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　 　 37,505千円

 　 ②　１株当たりの金額　　　　　　　 　　　　　   　 　4円00銭

　　③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　 　平成20年12月2日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

東洋電機株式会社(E02028)

四半期報告書

30/31



独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月12日

東洋電機株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任
社員
業務執行社員

公認会計士　　谷　　口　　定　　敏　　㊞

　

指定有限責任
社員
業務執行社員

公認会計士　　渡　　辺　　眞　　吾　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋

電機株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋電機株式会社及び連結子会社の平成20年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注)１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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